平成14年毎月勤労統計調査
地方調査報告の概要
（事業所規模５人以上）
１．賃　金
◆ 現金給与総額 ◆ 
　調査産業計の常用労働者１人平均月間現金給与総額は305,809円、前年比0.3％減で、平成 13年の前年比2.3％減に続いて２年連続で減少となった。
　産業別にみると、平成１３年はすべての表章産業で減少となったが、平成１４年は増加したのは２産業、減少は４産業であった。最も増加した産業は、卸売・小売業、飲食店の4.４％増で、最も減少したのは建設業の7.4％減であった。
　物価上昇分を差し引いた実質賃金指数は、調査産業計で99.9、前年比1.2％増となり、平成13年の前年比1.2％減から一転増加となった。なお、消費者物価指数（持ち家の帰属家賃を除く総合・松江市）は、前年比1.5％下落と平成13年の前年比0.9％下落からさらに大幅な下落となった。　（表１）
表１　産業別常用労働者１人平均月間現金給与額
(事業所規模5人以上、平成14年平均)
	産　　　　業
	 現金給与総額
	きまって支給する給与
	　
	特別に支払われた給与

	
	
	
	  所定内給与
	超過労働給与
	

	
	金　　額
	対前年増減率
	金　　額
	対前年増減率
	金　　額
	対前年増減率
	金　額
	金　　額

	　
	円
	％
	円
	％
	円
	％
	円
	円

	調査産業計
	305,809
	△0.3 
	251,645
	0.6 
	238,612
	0.5 
	13,033
	54,164

	建設業
	292,971
	△7.4 
	257,655
	△4.7 
	249,679
	△2.4 
	7,976
	35,316

	製造業
	272,247
	0.8 
	233,716
	4.0 
	212,454
	2.6 
	21,262
	38,531

	運輸・通信業
	328,023
	△1.9 
	264,672
	△2.4 
	236,076
	△3.1 
	28,596
	63,351

	卸売・小売業,飲食店
	231,147
	4.4 
	198,687
	3.7 
	195,469
	4.2 
	3,218
	32,460

	金融・保険業
	428,301
	△0.7 
	323,004
	3.1 
	304,178
	0.3 
	18,826
	105,297

	サービス業
	346,082
	△0.5 
	273,491
	△0.7 
	262,361
	△1.0 
	11,130
	72,591


◆きまって支給する給与 ◆
調査産業計は251,645円、前年比0.6％増で、平成13年の前年比1.9％減から増加に転じた。
　産業別にみると、平成１３年はすべての表章産業で減少であったが、平成１４年は増加した産業が３、減少した産業が３となった。最も増加した産業は製造業の4.0％増で、最も減少したのは建設業の4.7％減であった。（表１）
◆所定内給与 ◆ 
　調査産業計は238,612円、前年比0.5％増で、平成13年の前年比1.1％減から増加に転じた。
　産業別にみると、最も増加したのは卸売・小売業、飲食店の4.2％増で、最も減少したのは運輸・通信業の3.1％減であった。（表１） 

◆ 超過労働給与 ◆ 
　調査産業計は13,033円であった。 
　産業別にみると、運輸・通信業が28,596円と最も高く、卸売・小売業，飲食店が3,218円と最も低かった。（表１） 

◆ 特別に支払われた給与 ◆ 
　調査産業計は54,164円で前年差2,776円の減であった。 
　産業別にみると、金融・保険業が105,297円と最も高く、卸売・小売業，飲食店が32,460円と最も低かった。金額はサービス業を除くすべての表章産業で前年を下回った。（表１） 

２．賃金格差
調査産業計を100とした現金給与総額の格差は、金融・保険業が140.1と最も高く、続いてサービス業113.2、運輸・通信業107.3、建設業95.8、製造業89.0、卸売・小売業，飲食店75.6の順であった。（表２） 

表２　現金給与総額の産業別格差の年次推移
（事業所規模５人以上）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　調査産業計＝100

	年
	建設業
	製造業
	運輸・通信業
	卸売・小売業，飲食店
	金融・保険業
	サービス業

	平成　６年
	104.3
	80.4
	113.9
	86.7
	148.5
	115.8

	7
	94.0
	81.6
	116.4
	83.8
	138.0
	120.5

	8
	98.3
	86.8
	106.5
	79.8
	136.9
	117.0

	9
	98.0
	87.1
	111.8
	78.1
	127.1
	117.0

	10
	102.5
	86.4
	110.8
	85.4
	113.1
	112.4

	11
	103.7
	83.9
	114.0
	78.7
	139.5
	114.6

	12
	101.0
	86.8
	111.0
	78.4
	139.9
	113.1

	13
	101.6
	86.7
	113.8
	73.8
	133.5
	114.6

	14
	95.8
	89.0
	107.3
	75.6
	140.1
	113.2


◆ 全国との比較 ◆ 
　全国を100とした現金給与総額の格差は、調査産業計で89.0となり、前年（88.1）に比べ格差は縮小した。 
　産業別にみると、いずれの産業も全国を下回っているが、その中で最も格差が小さかったものは、サービス業の95.4、最も格差の大きいものは製造業の74.8であった。（表３）
表３　現金給与総額の産業別全国比較
（事業所規模５人以上）
	産　　　業
	　　　平　　成　　13　　年
	　　　平　　成　　14　　年

	
	　全　国　
	　島根県　
	 格  差　　(全国＝100）
	　全　国　
	　島根県　
	  格  差　　（全国＝100）

	　
	円 
	円 
	　
	円 
	円 
	　

	調査産業計
	351,335
	309,559
	88.1
	343,480
	305,809
	89.0

	建設業
	373,442
	314,546
	84.2
	355,879
	292,971
	82.3

	製造業
	368,915
	268,431
	72.8
	363,937
	272,247
	74.8

	運輸・通信業
	382,738
	352,381
	92.1
	375,961
	328,023
	87.2

	卸売・小売業,飲食店
	268,636
	228,489
	85.1
	256,376
	231,147
	90.2

	金融・保険業
	491,253
	413,309
	84.1
	483,903
	428,301
	88.5

	サービス業
	366,503
	354,825
	96.8
	362,819
	346,082
	95.4


全国を100とした中国５県の格差をみると、 調査産業計で広島県、岡山県、山口県、島根県、鳥取県の順で昨年と同じであった。前年と比べると島根県のみ格差が縮小した。 
　また、これを製造業でみると、広島県以外は格差が縮小した。（表４）
表４　現金給与総額の全国格差の中国５県比較
（事業所規模５人以上）                                 全国＝100

	県  名
	　　調　査　産　業　計
	　　製　　造　　業

	
	13年
	１4年
	13年
	１4年

	島根県
	88.1
	89.0
	72.8
	74.8

	鳥取県
	87.3
	84.8
	69.3
	70.7

	広島県
	99.4
	97.5
	99.1
	95.9

	岡山県
	94.9
	93.2
	93.9
	95.3

	山口県
	90.7
	89.1
	90.6
	92.8


◆男女別の比較 ◆
　男子を100とした女子の現金給与総額の格差は、 調査産業計で61.2となり、前年（59.2）に比べ格差が縮小した。総額を平成１３年と比較すると、男子は10,375円の減、女子は1,215円の増となった。 
　産業別にみると、サービス業が68.6と最も格差が小さく、金融・保険業は42.7で最も大きかった。 
　また、全国と比較してみると、 調査産業計で島根県61.2に対し全国50.6となり男女間の格差は全国に比べ小さかった。（表５）

表５　産業別現金給与総額の男女別比較
（事業所規模５人以上、平成14年平均）
	産　　　　業
	　島　根　県　
	　全　国　

	
	男
	女
	 格　 差 　 （男＝100）
	男
	女
	 格 　差　  （男＝100）

	　
	円 
	円 
	　
	円 
	円 
	　

	調 査 産 業 計
	367,240
	224,581
	61.2
	429,110
	217,248
	50.6

	建    設    業
	310,189
	194,700
	62.8
	383,630
	211,318
	55.1

	製    造    業
	343,946
	168,305
	48.9
	446,841
	190,325
	42.6

	運輸・通信業
	357,339
	180,521
	50.5
	411,517
	219,095
	53.2

	卸売・小売業,飲食店
	318,697
	146,376
	45.9
	365,232
	142,480
	39.0

	金融・保険業
	611,753
	261,279
	42.7
	660,407
	301,673
	45.7

	サービス業
	419,084
	287,509
	68.6
	458,694
	274,171
	59.8


◆ 就業形態別 ◆
　一般労働者、パートタイム労働者別の現金給与額は、表６のとおりである。
表６　産業別、就業形態別現金給与額
（事業所規模５人以上、平成14年平均）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	　
	計
	一般労働者
	パートタイム労働者

	
	現金給与総額
	きまって支給する給与
	特別に支払われた給与
	現金給与総額
	きまって支給する給与
	特別に支払われた給与
	現金給与総額
	きまって支

給する給与
	特別に支払われた給与

	調査産業計
	305,809 
	251,645 
	54,164 
	356,793 
	291,530 
	65,263 
	89,642 
	85,648 
	3,994 

	建設業
	292,971 
	257,655 
	35,316 
	311,618 
	273,771 
	37,847 
	101,379 
	99,059 
	2,320 

	製造業
	272,247 
	233,716 
	38,531 
	301,594 
	257,895 
	43,699 
	95,965 
	92,813 
	3,152 

	運輸・通信業
	328,023 
	264,672 
	63,351 
	386,696 
	309,733 
	76,963 
	84,085 
	80,403 
	3,682 

	卸売・小売業、飲食店
	231,147 
	198,687 
	32,460 
	309,701 
	261,913 
	47,788 
	94,716 
	89,901 
	4,815 

	金融・保険業
	428,301 
	323,004 
	105,297 
	464,738 
	349,804 
	114,934 
	78,676 
	72,414 
	6,353 

	サービス業
	346,082 
	273,491 
	72,591 
	406,934 
	319,183 
	87,751 
	81,913 
	78,557 
	3,356 


３．労働時間
◆ 総実労働時間 ◆
調査産業計の１人平均月間総実労働時間数は156.6時間、前年比0.4％増で平成13年の前年比1.5％減から増加に転じた。
　産業別にみると、平成１３年は金融・保険業を除くすべての表章産業で減少となったが、平成１４年は建設業、製造業、卸売・小売業,飲食店で増加した。（表７）
　また年間総実労働時間数（平均月間実労時間数×12月）は1879.2時間であった。
◆所定内労働時間 ◆ 
調査産業計は149.4時間、前年比0.7％増で、平成13年の前年比0.6％減から増加に転じた。 
　産業別にみると、建設業、製造業、卸売・小売業,飲食店で増加した。（表７）
◆ 所定外労働時間 ◆
調査産業計は7.2時間、前年比4.5％減で、平成13年の前年比8.0％増から減少に転じた。 
　産業別にみると、製造業、金融・保険業で増加し、他の産業では減少した。 
　また、製造業は12.4時間、前年比23.2％増であった。
 
 ◆ 出勤日数 ◆ 
調査産業計は20.3日で、前年に比べ0.2日減少した。 

表７　産業別常用労働者１人平均月間労働時間数と出勤日数
（事業所規模５人以上、平成14年平均）
	産　　　　業
	総 労 働 時 間 数
	所定内労働時間
	 所定外労働時間 
	出  勤  日  数

	
	　時間　
	対前年 増減率
	　時間　
	対前年 増減率
	　時間　
	対前年 増減率
	　日数　
	対前年差

	調査産業計
	時間 
	％ 
	時間 
	％ 
	時間 
	％ 
	日 
	日 

	
	156.6
	0.4 
	149.4
	0.7 
	7.2
	△4.5 
	20.3
	△0.2 

	建設業
	163.4
	4.8 
	159.1
	7.6 
	4.3
	△46.1 
	20.6
	△0.4 

	製造業
	165.8
	3.1 
	153.4
	1.7 
	12.4
	23.2 
	20.0
	0.3

	運輸・通信業
	166.8
	△2.3 
	148.6
	△1.5 
	18.2
	△8.0 
	21.1
	△0.5

	卸売・小売業,飲食店
	149.7
	2.0 
	147.1
	2.3 
	2.6
	△16.0 
	21.1
	0.3 

	金融・保険業
	152.3
	△2.9 
	140.7
	△4.8 
	11.6
	31.2 
	19.4
	△0.4 

	サービス業
	150.7
	△2.7 
	145.6
	△2.5 
	5.1
	△6.8 
	19.8
	△0.5 


４．雇　用
◆常用労働者 ◆ 
調査産業計の平均月末常用労働者数は208,380人、前年比1.9％減で、平成13年の前年比2.5％減から引き続き減少した。 
　産業別にみると、平成１３年はサービス業を除くすべての表章産業で減少したが、平成１４年は建設業、製造業で引き続き減少する一方、他の産業では増加した。（表８） 

◆ パートタイム労働者 ◆
調査産業計の平均月末パートタイム労働者数は29,904人、平均月末常用労働者数に対するパートタイム労働者比率は14.4％で、前年(12.3％)に比べ高くなった。 
　産業別にパートタイム労働者比率をみると、卸売・小売業，飲食店が32.7％と最も高く、建設業が2.8％と最も低かった。パートタイム労働者比率は、前年に比べ製造業以外のすべての表章産業で高くなった。（表８）
表８　産業別平均月末常用労働者数 
（事業所規模５人以上、平成14年平均）
	産　　　　業
	常用労働者数
	産業別構成比率
	対前年増減率
	パートタイム労働者数
	パートタイム労働者比率

	
	人 
	％ 
	％ 
	人 
	％ 

	調 査 産 業 計
	208,380
	100.0
	△1.9 
	29,904
	14.4

	建    設    業
	28,810
	13.8
	△5.0 
	794
	2.8

	製    造    業
	44,119
	21.2
	△9.3 
	3,775
	8.6

	運輸・通信業
	12,891
	6.2
	1.0 
	1,919
	14.9

	卸売・小売業,飲食店
	38,087
	18.3
	0.0 
	12,468
	32.7

	金融・保険業
	9,457
	4.5
	1.4 
	454
	4.8

	サービス業
	72,910
	35.0
	1.9 
	10,424
	14.3


注）１．パートタイム労働者数は内数である。
２．構成比率は実数、対前年増減率は指数により算出した。
◆女子常用労働者 ◆
調査産業計の平均月末女子常用労働者数は89,794人、平均月末常用労働者に対する割合は43.1％で、前年（44.1％）に比べ1.0ポイント減少した。
　産業別に女子の構成比率をみると、前年に比べ金融・保険業が6.3ポイント、運輸・通信業が2.3ポイント増加した。 
　なお、女子の構成比率が50％を超えた産業は、サービス業（55.5％）、金融・保険業(52.4％)、卸売・小売業，飲食店（50.7％）であった。（表９）
表９　産業別平均月末女子常用労働者数
（事業所規模５人以上）
	産業
	女子常用労働者数
	　女子の構成比率　

	
	
	　13年　
	　14年　

	　
	　人  
	％ 
	％ 

	調査産業計
	89,794
	44.1
	43.1

	建設業
	4,306
	15.0
	14.9

	製造業
	18,015
	44.7
	40.8

	運輸・通信業
	2,136
	14.3
	16.6

	卸売・小売業,飲食店
	19,343
	51.5
	50.8

	金融・保険業
	4,957
	46.1
	52.4

	サービス業
	40,478
	57.6
	55.5


◆ 労働異動 ◆
調査産業計は入職率1.69％、離職率1.75％で、離職率が入職率を0.06ポイント上回った。 
　なお、製造業では入職率1.33％、離職率1.58％で、離職率が入職率を0.25ポイント上回った。入職率、離職率とも最も高い産業は、運輸・通信業であった。（表10）
表10　産業別平均月間入職・離職率
（事業所規模５人以上、平成14年平均）
	産　　　　業
	入職率
	離職率

	　
	％ 
	％ 

	調査産業計
	1.69
	1.75

	建設業
	1.17
	1.59

	製造業
	1.33
	1.58

	運輸・通信業
	3.51
	3.31

	卸売・小売業,飲食店
	1.88
	1.73

	金融・保険業
	1.80
	1.55

	サービス業
	1.72
	1.69


